
北海道告示第11157号

北海道が令和２年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

令和２年９月15日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その13）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

１ 看護師等養成所実習補 実施団体 実習補完事業に必要な給与費(職員 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

完支援事業 （北海道看護教育 基本給、職員諸手当、非常勤職員手 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

医療機関等での臨地実 施設協議会） 当、社会保険料)、通信運搬費、消 (寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

習が中止されている実情 耗品費、借料及び損料、備品費（シ の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

を踏まえ、道内の看護師 ミュレーターの借用が困難な場合に ときは、補助金 保福第１の32号様式 地域医療推

等養成所（助産師養成所、 限る。）、諸謝金（看護師養成所、 等の額の算定に 別に指示する様式 進局医務薬

看護師養成所及び准看護 准看護師養成所及び助産師養成所に 当たり、当該寄 務課

師養成所に限る。）が学 限る。）、委託費(上記経費に該当す 附金その他の収

内演習を実施することに るもの。） 入金の控除等を

より、臨地実習と同等の 行う。)

知識と技能を習得するこ

とを目的とし、各看護師

等養成所における学内演

習用資器材の調達を支援

する実施団体に対して、

予算の範囲内で補助す

る。

２ 介護職員等派遣事業 介護職員等の派 補助対象者が応援職員を派遣した 10分の10以内 保福第１の２号様式 提出部数 １部 実績報告は

社会福祉施設等におい 遣を受ける社会福 法人に負担した経費のうち、応援職 保福第１の16号様式 提出期限 別に指示す 要しない

て新型コロナウイルス感 祉施設等 員の賃金、報酬、謝金、旅費、役務 (寄附金その他 保福第１の31号様式 る日

染症が発生し、複数の職 費（保険料）に相当する額 の収入金がある 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

員が感染（同感染症の疑 ときは、補助金 福祉局施設

いがある場合を含む。） ただし、政令中核市に所在する施 等の額の算定に 運営指導課

し社会福祉施設等でサー 設においては、応援職員の賃金、報 当たり、当該寄



ビス継続困難な場合に、 酬、謝金に相当する額は、対象外と 附金その他の収

他の社会福祉施設等から する。 入金の控除等を

介護職員等の派遣を行 行う。)

い、サービス継続するこ

とを目的として、予算の

範囲内で補助する。

３ 新型コロナウイルス感 (1) 児童福祉施設 報酬、給料、報償費、賃金、職員 定額 (1) 市町村又は実績 保福第１の２号様式 提出部数 １部 実績により

染症緊急包括支援事業 等の感染防止対 手当等、共済費、旅費、謝金、会議 による交付申請を 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す 交付申請を

（児童福祉施設等分） 策のための相談 費、役務費、使用料及び賃借料、委 (寄附金その他 行わない場合 保福第１の31号様式 る日 行う場合は

児童福祉施設等におい ・支援事業 託料、需用費、備品購入費、負担金、の収入金がある 保福第１の２号様式 別に指示する様式 提 出 先 総合振興局 実績報告を

て、新型コロナウイルス 市町村（指定 補助及び交付金 ときは、補助金 保福第１の16号様式 又は振興局 要さない

の感染拡大防止対策を徹 都市・中核市を 等の額の算定に 保福第１の18号様式 の保健環境

底しながら、必要なサー 含む） 当たり、当該寄 保福第１の20号様式 部社会福祉

ビスを提供する体制を構 (2) 新型コロナウ 附金その他の収 保福第１の32号様式 課

築するための支援を行う イルス感染症拡 入金の控除等を （申請者が市町村の

ことを目的として、予算 大防止対策事業 行う。) 場合を除く。）

の範囲内において補助す （感染症予防事 別に指示する様式

る。 業） (2) 実績により交付

市町村（指定 申請を行う場合

都市・中核市を 保福第１の２号様式

含む）、児童福 保福第１の16号様式

祉法（昭和22年 保福第１の18号様式

法律第164号） 保福第１の31号様式

第59条の２に基 保福第１の32号様式

づく届出を行っ 別に指示する様式

ている認可外保

育施設及び児童

養護施設等

(3) 新型コロナウ

イルス感染症拡

大防止対策事業

（業務継続事業）

市町村（指定

都市・中核市を

含む）、児童福



祉法（昭和22年

法律第164号）

第59条の２に基

づく届出を行っ

ている認可外保

育施設


